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○ 国土交通省所管の個別補助事業について、以下のような平準化に資する年度をまたぐ適正な工期確保のための
国庫債務負担行為の設定が可能※

① 適正な工期を確保するとともに年度末における工事量の集中を回避する観点から、工期が１年以上の公共工事のみならず
工期が１年に満たない工事についても２ヵ年国債を設定すること

② 年度末や年度当初からの施工を確保する観点等から、契約初年度に支出を要さない国庫債務負担行為
（いわゆる「ゼロ国債」）を設定すること

地方公共団体においては、平準化国債により次年度にわたる国庫負担の見通しを確保しつつ、
自ら債務負担行為を設定し、施工時期の平準化や切れ目ない事業執行を推進することが可能

年度末や年度当初
からの施工を確保

①工期が１年に満たない工事等についても２ヵ年
国債を設定

＜具体ケースの例＞
・河川工事や渡河橋梁の補修工事で、出水期を避け
十分な工期を確保したい。
・海岸工事で台風期を避けて十分な工期を確保したい。

適正工期の確保

別紙

県費100県費100

国費100国費100

県費60県費60 債務負担40債務負担40

国費60国費60 債務負担40債務負担40

県費 0県費 0 債務負担100債務負担100

国費 0国費 0 債務負担100債務負担100

国債の設定に
より国庫負担
の見通し確保

国債の設定に
より国庫負担
の見通し確保

年度末における
工事量の集中を回避

②ゼロ国債を設定

＜具体ケースの例＞
・冬期の施工が困難な積雪寒冷地において適切な工期
を確保したい。
・年度当初からの着手が求められる環境調査等で適切
な工期を確保したい。

施工時期の平準化に資する年度をまたぐ適正な工期確保のための国庫債務負担行為
（平準化国債）の活用

※測量、設計等の業務
についても可能


